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２．アンケート調査 

 

２．１ アンケート調査企画 

 

 今回実施するアンケート調査は、以下の目的で実施する。 

 

 

 

 

 

 上記目的を満足するアンケート調査を実施するため、以下の考え方に基づき、調査票を作

成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２ 事業所に対するアンケート調査 

 

2.2.1 調査対象企業の選定 

 表２．１は、事業所の選定条件を示したものである。表２．２は、表２．１の選定条件

に基づき選定した事業所の一覧である（１４２事業所）。 

 なお、本調査と類似した調査を大分駅付近連続立体交差事業（大分県）においても実施

していたため、表２．２に示す網掛けされた事業所については、大分駅付近連続立体交差

事業の調査と合同でヒアリング調査を実施した。 

 

表２．１ 調査対象事業所選定条件 

 

 

 

 

 

アンケート調査の目的 

主目的：企業のモビリティ・マネジメントへの参加意向の把握 

従目的：公共交通の問題点の把握 

今回実施するアンケート調査の考え方 

 今回は、「事業所」、「住民」に対して調査を行った。 

事業所へのアンケート調査は、以下の内容とした。 

・ＭＭの周知 

・施策参加意向の把握 

住民へのアンケート調査は、以下の内容とした。 

・公共交通の問題点の把握⇒ＴＤＭ等様々な公共交通利用促進策が講

じられてきたにもかかわらず、公共交通

利用者が減少している理由を把握し、今

後の「通勤マネジメント施策」に反映す

るため。 

条件１
大分商工会議所に登録している事業所、か
つ、従業員数が１００人以上の事業所

条件２
大分駅付近連続立体交差事業において、アン
ケート調査に協力して頂いている事業所、かつ、
条件１の選定にない事業所

条件３
条件１，２で選定した事業所に加え、国土交通
省、地方公共団体、大分銀行に関連する事業所
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表２．２ 調査対象事業所選定結果一覧 

ID 事業所名称 ID 事業所名称 ID 事業所名称

1 ㈱大分銀行 49 ㈱石井工作研究所 97 ㈱文化コーポレーション大分支社

2 新日本製鐵㈱大分製鐵所 50 ㈱ディック学園 98 ㈱テレビ大分

3 ㈱トキハ 51 大分リコー㈱ 99 大分工業高等専門学校

4 ㈱住化分析センター大分事業所 52 マニュライフ生命保険㈱南九州支社 100 (医)ライフサポート　明和記念病院

5 ＪＲ九州㈱大分支社 53 ㈱佐伯建設 101 キデンリース㈱

6 太平工業㈱大分支店 54 山内興産㈱ 102 ㈱テツゲン大分支店

7 第一生命保険(相)大分支社 55 ㈱日公警備保障 103 ㈱鶴翔

8 ㈱大分メンテナンス 56 ㈱池田美装 104 九州建設コンサルタント㈱

9 ㈱さとうベネック 57 ㈱大分放送 105 ㈱エフ・ティー・シーホテル開発大分全日空ホテルオアシスタワー

10 ㈱エヌ・ティ・ティ　ネオメイト中九州大分支店 58 ㈱アステック入江大分支店 106 大分ゼネラルサービス㈱

11 ㈱パルコスペースシステムズ大分事業所 59 ㈱上組大分支店 107 大和ハウス工業㈱大分支店

12 九州電力㈱大分支店 60 ㈱太豊テクノス 108 ㈱大分電設

13 ㈱ＮＴＴマーケティングアクト中九州大分支店 61 ㈱ヤノメガネ 109 大分キヤノン㈱大分事業所

14 梅林建設㈱ 62 ㈱キヨタ 110 九州電力㈱新大分発電所

15 大分県信用組合 63 ㈱ホームインプルーブメントひろせ 111 大分製紙㈱

16 ㈱オーイーシー 64 三井造船㈱大分事業所 112 新日鐵化学㈱化学品事業部大分製造所

17 ㈱豊和銀行 65 西ノ洲環境㈱ 113 ㈱コーリツ

18 九州石油㈱大分製油所 66 ㈱ニッテツ・ビジネスプロモート大分 114 三信産業㈱

19 大分バス㈱ 67 ㈱エスビーシーテクノ九州 115 池見林産工業㈱

20 ㈲大分合同新聞社 68 生活協同組合コープおおいた(協) 116 濱田重工㈱大分支店

21 ㈱富士通大分ソフトウェアラボラトリ 69 菅原工業㈱ 117 大分石油㈱

22 山九㈱大分支店 70 ㈱マイカル九州大分サティ 118 大分県米穀卸㈱

23 昭和電工㈱大分事務所 71 ㈱オーシー 119 富国生命保険(相)大分支社

24 住友化学㈱大分工場 72 ㈱千代田 120 ㈱パーソネルマネジメント・バンク

25 住友生命保険(相)大分支社 73 ㈱九州テイク 121 ㈱エス・ピー・サポート

26 朝日生命保険(相)大分支社 74 西日本プラント工業㈱東九州総合事業所 122 大分県庁

27 ㈱トキハインダストリー 75 平和テクノス㈱ 123 大分市役所

28 ㈱菊家 76 ㈱ニューメディカルフーズ 124 大分県教育委員会

29 明治安田生命保険(相)大分支社 77 ㈱いしかわ大分 125 大分市教育委員会

30 西日本電線㈱ 78 江藤産業㈱ 126 大分運輸支局

31 (医)社団三愛会 79 吉伴㈱ 127 大分河川国道事務所

32 東陶機器㈱大分工場 80 大分ビル管理㈱ 128 大銀ビジネスサービス　株式会社

33 九州乳業㈱ 81 ㈱アパユアーズ 129 大銀スタッフサービス

34 日本連合警備㈱ 82 昭和エンジニアリング㈱大分事業所 130 大分リース　株式会社

35 ㈱アステム 83 ㈱日本マイクロニクス大分テクノジーラボラトリー 131 株式会社　大分カード

36 東九州石油㈱ 84 ㈱太田旗店 132 大分保証サービス　株式会社

37 ㈱九電工大分支店 85 佐伯印刷㈱ 133 大銀コンピューターサービス　株式会社

38 ㈱ダイヤモンドフェリー 86 ㈲ブックス豊後 134 ㈱大銀経済経営研究所　

39 日本生命保険(相)大分支社 87 新日鉄ソリューションズ㈱大分支社 135 大分ベンチャーキャピタル

40 タカキ製作所㈱ 88 九築工業㈱大分支店 136 ㈱大分航空トラベル

41 ㈲ファン工業 89 ㈱ヤンマー農機大分 137 ヤマキ㈱

42 大分交通㈱ 90 ジェイアール九州メンテナンス㈱大分支社 138 ＯＡＢ大分朝日放送

43 九州労働金庫大分県本部 91 ㈱後藤組 139 ㈱九州巴コーポレーション

44 ㈱ジョイフル 92 南日本造船㈱大分工場 140 九州都市開発㈱

45 王子板紙㈱大分工場 93 東芝ビジネスアンドライフサービス㈱ 141 ＮＴＴドコモ九州　大分支店

46 星光ビル管理㈱大分営業所 94 ㈱エヌ・ティ・エス通信サービス 142 柳井電機工業

47 大分信用金庫 95 ㈱九建設計

48 九州東芝エンジニアリング㈱ 96 大分ビジネスサービス㈱
：ヒアリングを実施した事業所（２５事業所）
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図２．１ アンケート配布対象事業所位置図
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 ：調査票を配布した事業所立地位置 
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2.2.2 調査内容 

 調査内容の検討にあたり、以下の考え方に基づき、内容を設定した。 

考え方１ 通勤マネジメントの参加意向（主目的）を把握できる 

考え方２ 今後検討を実施する「今後の取り組み方針」、「転換プログラムの策定」の基礎

情報となる、大分市の現状の問題・課題が抽出できる 

考え方３ 通勤マネジメントへの参加意向の把握では、「今後の取り組み方針」や「公共交

通への転換プログラムの策定」に活用できる 

 

 表２．３に、調査内容の検討結果と、調査によって整理する内容を示す。 

表２．３ 調査内容と調査結果で整理する内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大分類 中分類

通勤形態 -

従業員数 -

通勤者数

・マイカー
・二輪車
・公共交通機関
　（鉄道、バス、タクシー）
・自転車
・徒歩

従業員用駐車場
の有無

・従業員用の駐車場設置状況
・駐車台数

通勤手当の状況 通勤手当の支給形態

従業員が通勤する
上で、企業として
重要視する事項

・社員の安全
・社員の利便性
・環境負荷の軽減
・渋滞等による遅刻
・通勤手当の費用　等

自動車通勤抑制に
対する意識

・自動車通勤抑制に対する度合い

鉄道

バス

MMへの参加意向 参加意向
・参加意欲の度合い
・参加したくない理由

その他の通勤マネジメ
ント施策への参加意向

その他参加意向の
高い施策の抽出

メニューの把握
・時差出勤
・パークアンドライド
・シャトルバスの運行　等

フェイスシート
会社名、業種、所在地、
連絡先（担当者名、TEL）

その他

公共交通の問題点

通勤に対する考え方

問題・課題
の抽出

参加意向

通勤の実態

・便数の問題
・移動時間の問題
・勤務地へのアクセスの問題
・乗り継ぎの問題　等

ねらい
質問内容 備　考
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2.2.3 調査票 
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２．３ 住民に対するアンケート調査 

 

2.3.1 調査の対象 

 住民に対するアンケート調査の目的は、「ＭＭの周知」、「公共交通機関の問題点の把握」

であるため、広く一般の住民から意見を把握する必要があると考えられる。このため、

調査の対象は、大分市内の住民とした。 

 

対象者：大分市内の住民 

 

2.3.2 調査手法 

 調査手法は、広く一般市民からの意見を把握するため、以下の手法で調査を実施した。 

調査手法：ＷＥＢアンケート調査 

     バス車両内への調査票の設置、および、大分駅への調査票の設置 

 

2.3.3 調査内容 

調査内容の検討にあたり、以下の考え方に基づき、内容を設定した。 

考え方：今後検討を実施する｢今後の取り組み方針｣、｢転換プログラムの策定｣の基とな

る、大分市の公共交通における現状の問題・課題を抽出できること。 

 表２．４に、調査内容の検討結果と、調査によって整理する内容を示す。 

 

表２．４ 調査内容と調査結果で整理する内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大分類

通勤の実態 交通手段

・鉄道
・バス
・自動車
・徒歩
・その他

公共交通の問題点
公共交通を使う理
由、使わない理由

◇公共交通利用者
　⇒公共交通を利用する理由
◇マイカー通勤者
　⇒公共交通を使わない理由

・便数の問題
・移動時間の問題
・勤務地へのアクセスの問題
・乗り継ぎの問題　等

環境問題全般

自動車が引き起す
環境問題

フェイスシート
年齢、性別、職業、
住所（町丁目まで）

備　考

その他

中分類

ねらい
質問内容

環境問題への関心 ・環境問題に対する関心度合い

問
題
・
課
題
の
抽
出
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2.3.4 アンケート調査票 

 調査票は、国土交通省九州運輸局のホームページにバナー広告を設置し、そこからアンケ

ート調査票のページに移れるように設定した。 

◇バナー広告のページ（国土交通省九州運輸局ホームページ） 
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◇１ページ目（お願い文） 
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◇２ページ目（調査票） 
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◇３ページ目（調査票） 
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２．４ アンケート調査結果 

 

2.4.1 アンケート調査票の配布・回収状況 

 

   

 

 

 

表２．５ アンケート調査票の配布・回収状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇表２．５は、事業所に対するアンケート調査、および住民に対するアンケート調査を結果の概要を示したものである。 
◇事業所に対するアンケート調査は、郵送と手渡しによるヒアリングを実施した。回答を頂いた事業所の約５割は、従業員数が１００人以上２００人未満の事業所であった。 
◇住民に対するアンケート調査の回収票は、インターネットによる公開とバス車内、鉄道駅における配布を行った。回答者は、５０歳代、６０歳代以上の方が全体の約５割を占める結果となった。 
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2.4.2 アンケート調査結果の概要 

（１）大分市の交通の現状 

■通勤時の主たる交通手段 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．２ 通勤時の主たる交通手段 

 

※主たる交通手段の分担率は、図２．３に示す手順で各事業所の従業員数を考慮して算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇回答を頂いた全ての事業所の従業員の約６割は、主たる交通手段が自動車であった。 

図２．３ 主たる交通手段の分担率の算出イメージ 
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■事業所周辺におけるバス停、駅の立地状況 

 

 

 

※徒歩圏域の事業所 

事業所から最寄りのバス停、駅までの徒歩での所要時間が10分以内である事業所とする。 

(徒歩圏：500ｍ、歩行速度：1ｍ/sec⇒所要時間約10分) 

注）徒歩圏域の500ｍは、「移動円滑化の促進に関する基本方針」による。 

  歩行速度の1ｍ/secは、「平面交差の計画と設計」による。 
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◇約8割の事業所は、徒歩圏域内にバス停が立地している。 
◇約3割の事業所は、徒歩圏域内に鉄道駅が立地している。

図２．５ 事業所からの最寄りの鉄道駅までの所要時間（移動手段：徒歩） 

図２．４ 事業所からの最寄りのバス停までの所要時間（移動手段：徒歩） 

最寄りのバス停までの

所要時間の分布 

最寄りの鉄道駅までの

所要時間の分布 
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（２）事業所の通勤交通マネジメントへの参加意向 

■事業所のマイカー通勤抑制に対する意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．６ マイカー通勤抑制が社会的責任の一つであるという意識の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．７ 事業所のマイカー通勤抑制に対する意識 

◇約４割の事業所は、マイカー通勤の抑制が社会的責任の１つであるという意識を持っている
（図２．６参照）。 

◇マイカー通勤を抑制したい意向のある事業所は約８割を占める。一方で、マイカー通勤抑制に
賛成する従業員は少ないと考えられる（図２．７参照）。 

8事業所
（8%）
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絶対、あり得ない やや、あると思う

十分、あると思う

反対している

賛成している

少し反対している

少し賛成している

71事業所（約8割）

73事業所（約8割）

11事業所（約1割）

(N=93)

(N=93)
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■事業所の通勤交通マネジメント施策への参加意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．８ 事業所の通勤交通マネジメント施策への参加意向 

 

■事業所の通勤交通マネジメント施策に対する意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇「「環境対策」「渋滞対策」で自動車通勤を削減する公的な取り組み」に少しでも協力する意向
のある事業所は、全体の約９割（８７事業所）を占めている。 

◇モビリティ・マネジメントに該当する「従業員への呼びかけ」は、導入が難しくない事業所が
最も多く、導入可能性が最も高い施策と考えられる。 

◇また、バス、鉄道の利便性向上の働きかけについても比較的導入可能性が高い。 

図２．９ 事業所の通勤交通マネジメント施策の導入に対する意識 

35(45%)

27(30%)

29(32%)

76(84%)
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54(59%)
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36(40%)
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16(17%)
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15(19%)

22(24%)
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通勤バスの導入・充実

自転車通勤の奨励

自動車通勤制度の見直し

通勤手当の見直し

駐車場の削減
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「時差出勤」の導入

低公害車両の導入
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「公的な取り組み」に少しでも協力
する意向がある事業所
８７事業所（96%）

８７　事業所
（96%）

※

※８７事業所のうち、２事業所については、事業所名が未記入の事業所である。
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■通勤交通マネジメント施策への参加意向 

 表２．６は、アンケート調査で把握した各通勤交通マネジメント施策に参加可能な事業所を示したものである。 

 

表２．６ 通勤交通マネジメント施策への参加意向（１／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通勤バスの導入・充実 自転車通勤の奨励 自動車通勤制度の見直し 通勤手当の見直し 駐車場の削減
参加意向を示す事業所： 参加意向を示す事業所： 参加意向を示す事業所： 参加意向を示す事業所： 参加意向を示す事業所：

25事業所 57事業所 57事業所 54事業所 33事業所
1 山内興産㈱ 1 山内興産㈱ 1 山内興産㈱ 1 山内興産㈱ 1 ㈱ダイヤモンドフェリー大分支店
2 ㈱ダイヤモンドフェリー大分支店 2 ㈱ニッテツ・ビジネスプロモート大分 2 菅原工業株式会社 2 菅原工業株式会社 2 大分リース株式会社
3 ㈱大分電設 3 ㈱大分メンテナンス 3 ㈱大分メンテナンス 3 ㈱大分メンテナンス 3 ㈱大分電設
4 星光ビル管理大分営業所 4 ㈱ダイヤモンドフェリー大分支店 4 ㈱ダイヤモンドフェリー大分支店 4 ㈱ダイヤモンドフェリー大分支店 4 太平工業㈱大分支店
5 大銀ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ株式会社 5 朝日生命保険担保会社　大分支社 5 朝日生命保険担保会社 大分支社 5 ㈱大分電設 5 星光ビル管理大分営業所
6 大分ｾﾞﾈﾗﾙｻｰﾋﾞｽ株式会社 6 大分リース株式会社 6 ㈱大分電設 6 太平工業㈱大分支店 6 日本連合警備株式会社
7 明和記念病院 7 ㈱大分電設 7 星光ビル管理大分営業所 7 星光ビル管理大分営業所 7 大分保証ｻｰﾋﾞｽ株式会社
8 有限会社　ファン工業 8 ｼﾞｪｲｱｰﾙ九州ﾒﾝﾃﾅﾝｽ㈱大分支店 8 九築工業㈱大分支店 8 株式会社ｱｽﾃﾑ大分本社（営業部） 8 大銀ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ株式会社
9 医療法人社団三愛会 9 星光ビル管理大分営業所 9 日本連合警備株式会社 9 日本連合警備株式会社 9 大分ｾﾞﾈﾗﾙｻｰﾋﾞｽ株式会社
10 佐伯印刷㈱ 10 日本連合警備株式会社 10 大分保証ｻｰﾋﾞｽ株式会社 10 大分保証ｻｰﾋﾞｽ株式会社 10 株式会社住化分析ｾﾝﾀｰ大分事業所
11 ㈱ｷﾖﾀ 11 大分保証ｻｰﾋﾞｽ株式会社 11 大銀ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ株式会社 11 大銀ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ株式会社 11 昭和エンジニアリング（株）大分事業所
12 三信産業株式会社 12 大分ｾﾞﾈﾗﾙｻｰﾋﾞｽ株式会社 12 大分ｾﾞﾈﾗﾙｻｰﾋﾞｽ株式会社 12 大分ｾﾞﾈﾗﾙｻｰﾋﾞｽ株式会社 12 国土交通省九州運輸局運輸支局
13 新日鐵化学㈱化学品事業部大分製造所 13 株式会社住化分析ｾﾝﾀｰ大分事業所 13 株式会社住化分析ｾﾝﾀｰ大分事業所 13 株式会社住化分析ｾﾝﾀｰ大分事業所 13 ㈱ﾊﾟﾙｺｽﾍﾟｰｽｼｽﾃﾑｽﾞ大分事業所
14 ﾔﾏｷ株式会社 14 九州電力㈱新大分発電所 14 明和記念病院 14 明和記念病院 14 ㈱ＮＴＴﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｱｸﾄ中九州大分支店
15 ㈱ｵｰｲｰｼｰ 15 明和記念病院 15 東芝ﾋﾞｼﾞﾈｽｱﾝﾄﾞﾗｲｽｻｰﾋﾞｽ㈱大分支店 15 株式会社 千代田 15 大分石油株式会社 本社
16 九州都市開発株式会社 16 東芝ﾋﾞｼﾞﾈｽｱﾝﾄﾞﾗｲｽｻｰﾋﾞｽ㈱大分支店 16 株式会社ホームインプルーブメントひろせ 16 大分県米殻卸株式会社 16 株式会社池田美装
17 株式会社豊和銀行 17 株式会社ホームインプルーブメントひろせ 17 昭和エンジニアリング（株）大分事業所 17 国土交通省九州運輸局運輸支局 17 (株)エヌ・ティ・エス通信サービス
18 大分ﾊﾞｽ㈱ 18 昭和エンジニアリング（株）大分事業所 18 (株)日本マイクロニクス大分テクノロジーラボラトリー 18 ㈱ﾊﾟﾙｺｽﾍﾟｰｽｼｽﾃﾑｽﾞ大分事業所 18 株式会社 後藤組
19 九州東芝エンジニアリング㈱ 19 有限会社 ファン工業 19 国土交通省九州運輸局運輸支局 19 ㈱ＮＴＴﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｱｸﾄ中九州大分支店 19 医療法人社団三愛会
20 柳井電機工業株式会社 20 国土交通省九州運輸局運輸支局 20 ㈱ﾊﾟﾙｺｽﾍﾟｰｽｼｽﾃﾑｽﾞ大分事業所 20 大分石油株式会社　本社 20 佐伯印刷㈱
21 事業所名未記入② 21 ㈱ﾊﾟﾙｺｽﾍﾟｰｽｼｽﾃﾑｽﾞ大分事業所 21 ㈱ＮＴＴﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｱｸﾄ中九州大分支店 21 株式会社池田美装 21 ㈱菊家総本店
22 大分市役所 22 株式会社ｱﾊﾟﾕｱｰｽﾞ大分支店 22 大分石油株式会社 本社 22 株式会社ｱﾊﾟﾕｱｰｽﾞ大分支店 22 ﾀｶｷ製作所株式会社
23 西日本電線㈱ 23 株式会社 後藤組 23 (株)エヌ・ティ・エス通信サービス 23 医療法人社団三愛会 23 ㈱太豊ﾃｸﾉｽ
24 ㈱ﾃﾚﾋﾞ大分 24 医療法人社団三愛会 24 株式会社 後藤組 24 佐伯印刷㈱ 24 三信産業株式会社
25 ㈱富士通大分ｿﾌﾄｳｪｱﾗﾎﾞﾗﾄﾘ 25 佐伯印刷㈱ 25 佐伯印刷㈱ 25 大分市役所 25 大銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ株式会社
26 26 大分市役所 26 ㈱菊家総本店 26 ㈱太豊ﾃｸﾉｽ 26 ㈱上組大分支店
27 27 ㈱菊家総本店 27 ﾀｶｷ製作所株式会社 27 ㈱ｷﾖﾀ 27 ｼﾞｪｲｱｰﾙ九州ﾒﾝﾃﾅﾝｽ㈱
28 28 ﾀｶｷ製作所株式会社 28 ㈱ｷﾖﾀ 28 王子板紙株式会社大分工場 28 柳井電機工業株式会社
29 29 ㈱ｷﾖﾀ 29 王子板紙株式会社大分工場 29 三信産業株式会社 29 事業所名未記入②
30 30 三信産業株式会社 30 大分工業高等専門学校 30 梅林建設㈱ 30 西日本電線㈱
31 31 新日鐵化学㈱化学品事業部大分製造所 31 三信産業株式会社 31 ﾔﾏｷ株式会社 31 ㈱ﾃﾚﾋﾞ大分
32 32 株式会社ｴｽﾋﾞｰｼｰﾃｸﾉ九州 32 九州建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ株式会社 32 株式会社石井工作研究所 32 大分信用金庫 総務部
33 33 株式会社石井工作研究所 33 大分県信用組合 33 大銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ株式会社 33 大分県庁
34 34 ㈱上組大分支店 34 株式会社石井工作研究所 34 ㈱上組大分支店 34
35 35 大分朝日放送㈱ 35 大銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ株式会社 35 大分朝日放送㈱ 35
36 36 株式会社ﾄｷﾊ 36 ㈱上組大分支店 36 ｼﾞｪｲｱｰﾙ九州ﾒﾝﾃﾅﾝｽ㈱ 36
37 37 ㈱九州巴ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 37 大分朝日放送㈱ 37 株式会社ﾄｷﾊ 37
38 38 ㈱ｵｰｲｰｼｰ 38 株式会社ﾄｷﾊ 38 ㈱ｵｰｲｰｼｰ 38
39 39 九州都市開発株式会社 39 ㈱ｵｰｲｰｼｰ 39 九州都市開発株式会社 39
40 40 事業所名未記入① 40 事業所名未記入① 40 大分ﾊﾞｽ㈱ 40
41 41 株式会社豊和銀行 41 株式会社豊和銀行 41 九州東芝エンジニアリング㈱ 41
42 42 大分ﾊﾞｽ㈱ 42 大分ﾊﾞｽ㈱ 42 柳井電機工業株式会社 42
43 43 九州東芝エンジニアリング㈱ 43 九州東芝エンジニアリング㈱ 43 事業所名未記入② 43
44 44 （株）NTTドコモ九州　大分支店 44 柳井電機工業株式会社 44 大分市役所 44
45 45 事業所名未記入② 45 事業所名未記入② 45 大分市教育委員会 45
46 46 （有）大分合同新聞社 46 （有）大分合同新聞社 46 西日本電線㈱ 46
47 47 大分市役所 47 大分市役所 47 ㈱大分航空ﾄﾗﾍﾞﾙ 47
48 48 大分市教育委員会 48 大分市教育委員会 48 ㈱ﾃﾚﾋﾞ大分 48
49 49 西日本電線㈱ 49 ㈱大分航空ﾄﾗﾍﾞﾙ 49 株式会社ﾔﾉﾒｶﾞﾈ 49
50 50 ㈱大分航空ﾄﾗﾍﾞﾙ 50 ㈱ﾃﾚﾋﾞ大分 50 大分信用金庫 総務部 50
51 51 ㈱ﾃﾚﾋﾞ大分 51 株式会社ﾔﾉﾒｶﾞﾈ 51 ㈱大分銀行本店 51
52 52 ㈱さとうﾍﾞﾈｯｸ　本社 52 ㈱さとうﾍﾞﾈｯｸ 本社 52 株式会社ｵ-ｼ- 52
53 53 大分信用金庫　総務部 53 大分信用金庫 総務部 53 ㈱富士通大分ｿﾌﾄｳｪｱﾗﾎﾞﾗﾄﾘ 53
54 54 ㈱大分銀行本店 54 ㈱大分銀行本店 54 大分県庁 54
55 55 株式会社ｵ-ｼ- 55 株式会社ｵ-ｼ- 55 55
56 56 ㈱富士通大分ｿﾌﾄｳｪｱﾗﾎﾞﾗﾄﾘ 56 ㈱富士通大分ｿﾌﾄｳｪｱﾗﾎﾞﾗﾄﾘ 56 56
57 57 大分県庁 57 大分県庁 57 57

ＮｏＮｏ Ｎｏ Ｎｏ Ｎｏ
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表２．６ 通勤交通マネジメント施策への参加意向（２／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「相乗り制度」の導入 従業員への呼びかけ ﾊﾞｽ・鉄道の利便性向上の働きかけ 「時差出勤」の導入 低公害車両の導入
参加意向を示す事業所： 参加意向を示す事業所： 参加意向を示す事業所： 参加意向を示す事業所： 参加意向を示す事業所：

43事業所 63事業所 62事業所 40事業所 73事業所
1 ㈱ニッテツ・ビジネスプロモート大分 1 山内興産㈱ 1 山内興産㈱ 1 ㈱ニッテツ・ビジネスプロモート大分 1 ㈱ニッテツ・ビジネスプロモート大分

2 ㈱ダイヤモンドフェリー大分支店 2 ㈱大分メンテナンス 2 朝日生命保険担保会社　大分支社 2 菅原工業株式会社 2 ㈱大分メンテナンス

3 ㈱大分電設 3 ㈱ダイヤモンドフェリー大分支店 3 大分リース株式会社 3 ㈱ダイヤモンドフェリー大分支店 3 ㈱ダイヤモンドフェリー大分支店

4 星光ビル管理大分営業所 4 朝日生命保険担保会社　大分支社 4 太平工業㈱大分支店 4 大分リース株式会社 4 大分リース株式会社

5 日本連合警備株式会社 5 大分リース株式会社 5 ｼﾞｪｲｱｰﾙ九州ﾒﾝﾃﾅﾝｽ㈱大分支店 5 ㈱大分電設 5 ㈱大分電設

6 大分保証ｻｰﾋﾞｽ株式会社 6 太平工業㈱大分支店 6 星光ビル管理大分営業所 6 太平工業㈱大分支店 6 西ノ州環境㈱

7 大銀ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ株式会社 7 星光ビル管理大分営業所 7 九築工業㈱大分支店 7 星光ビル管理大分営業所 7 星光ビル管理大分営業所

8 株式会社ｱｽﾃｯｸ人江大分支店 8 九築工業㈱大分支店 8 株式会社ｱｽﾃﾑ大分本社（営業部） 8 株式会社ｱｽﾃﾑ大分本社（営業部） 8 九築工業㈱大分支店

9 大分ｾﾞﾈﾗﾙｻｰﾋﾞｽ株式会社 9 株式会社ｱｽﾃﾑ大分本社（営業部） 9 日本連合警備株式会社 9 日本連合警備株式会社 9 株式会社ｱｽﾃﾑ大分本社（営業部）

10 九州電力㈱新大分発電所 10 日本連合警備株式会社 10 大分保証ｻｰﾋﾞｽ株式会社 10 大銀ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ株式会社 10 日本連合警備株式会社

11 明和記念病院 11 大分保証ｻｰﾋﾞｽ株式会社 11 大銀ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ株式会社 11 大分ｾﾞﾈﾗﾙｻｰﾋﾞｽ株式会社 11 大分保証ｻｰﾋﾞｽ株式会社

12 東芝ﾋﾞｼﾞﾈｽｱﾝﾄﾞﾗｲｽｻｰﾋﾞｽ㈱大分支店 12 大銀ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ株式会社 12 大分ｾﾞﾈﾗﾙｻｰﾋﾞｽ株式会社 12 株式会社住化分析ｾﾝﾀｰ大分事業所 12 大銀ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ株式会社

13 株式会社ホームインプルーブメントひろせ 13 大分ｾﾞﾈﾗﾙｻｰﾋﾞｽ株式会社 13 三井造船㈱大分事業所 13 三井造船㈱大分事業所 13 株式会社ｱｽﾃｯｸ人江大分支店

14 昭和エンジニアリング（株）大分事業所 14 株式会社住化分析ｾﾝﾀｰ大分事業所 14 九州電力㈱新大分発電所 14 九州電力㈱新大分発電所 14 大分ｾﾞﾈﾗﾙｻｰﾋﾞｽ株式会社

15 (株)日本マイクロニクス大分テクノロジーラボラトリー 15 明和記念病院 15 明和記念病院 15 明和記念病院 15 株式会社住化分析ｾﾝﾀｰ大分事業所

16 有限会社　ファン工業 16 株式会社ホームインプルーブメントひろせ 16 東芝ﾋﾞｼﾞﾈｽｱﾝﾄﾞﾗｲｽｻｰﾋﾞｽ㈱大分支店 16 東芝ﾋﾞｼﾞﾈｽｱﾝﾄﾞﾗｲｽｻｰﾋﾞｽ㈱大分支店 16 三井造船㈱大分事業所

17 国土交通省九州運輸局運輸支局 17 株式会社　千代田 17 昭和エンジニアリング（株）大分事業所 17 (株)大分リコー 17 九州電力㈱新大分発電所

18 大分石油株式会社　本社 18 国土交通省九州運輸局運輸支局 18 株式会社　千代田 18 株式会社ホームインプルーブメントひろせ 18 濱田重工(株)大分支店

19 (株)エヌ・ティ・エス通信サービス 19 ㈱ﾊﾟﾙｺｽﾍﾟｰｽｼｽﾃﾑｽﾞ大分事業所 19 有限会社　ファン工業 19 株式会社　千代田 19 明和記念病院

20 佐伯印刷㈱ 20 ㈱ＮＴＴﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｱｸﾄ中九州大分支店 20 国土交通省九州運輸局運輸支局 20 東陶機器（株）大分工場 20 東芝ﾋﾞｼﾞﾈｽｱﾝﾄﾞﾗｲｽｻｰﾋﾞｽ㈱大分支店

21 大分市役所 21 大分石油株式会社　本社 21 ㈱ﾊﾟﾙｺｽﾍﾟｰｽｼｽﾃﾑｽﾞ大分事業所 21 国土交通省九州運輸局運輸支局 21 (株)大分リコー

22 ㈱菊家総本店 22 医療法人社団三愛会 22 ㈱ＮＴＴﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｱｸﾄ中九州大分支店 22 ㈱ﾊﾟﾙｺｽﾍﾟｰｽｼｽﾃﾑｽﾞ大分事業所 22 昭和エンジニアリング（株）大分事業所

23 ㈱ｷﾖﾀ 23 佐伯印刷㈱ 23 大分石油株式会社　本社 23 ㈱ＮＴＴﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｱｸﾄ中九州大分支店 23 (株)日本マイクロニクス大分テクノロジーラボラトリー

24 王子板紙株式会社大分工場 24 大分市役所 24 (株)エヌ・ティ・エス通信サービス 24 大分石油株式会社　本社 24 株式会社　千代田

25 大分工業高等専門学校 25 ㈱菊家総本店 25 株式会社　後藤組 25 株式会社ｱﾊﾟﾕｱｰｽﾞ大分支店 25 有限会社　ファン工業

26 大分県信用組合 26 ﾀｶｷ製作所株式会社 26 佐伯印刷㈱ 26 株式会社　後藤組 26 東陶機器（株）大分工場

27 株式会社石井工作研究所 27 ㈱太豊ﾃｸﾉｽ 27 大分市役所 27 佐伯印刷㈱ 27 大分県米殻卸株式会社

28 ㈱上組大分支店 28 ㈱ｷﾖﾀ 28 ㈱菊家総本店 28 大分市役所 28 国土交通省九州運輸局運輸支局

29 ｼﾞｪｲｱｰﾙ九州ﾒﾝﾃﾅﾝｽ㈱ 29 大分工業高等専門学校 29 ㈱ｷﾖﾀ 29 ㈱ｷﾖﾀ 29 ㈱ﾊﾟﾙｺｽﾍﾟｰｽｼｽﾃﾑｽﾞ大分事業所

30 山九㈱大分支店 30 三信産業株式会社 30 王子板紙株式会社大分工場 30 王子板紙株式会社大分工場 30 ㈱ＮＴＴﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｱｸﾄ中九州大分支店

31 ㈱ｵｰｲｰｼｰ 31 新日鐵化学㈱化学品事業部大分製造所 31 大分工業高等専門学校 31 株式会社ｴｽﾋﾞｰｼｰﾃｸﾉ九州 31 大分石油株式会社　本社

32 九州都市開発株式会社 32 梅林建設㈱ 32 三信産業株式会社 32 九州建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ株式会社 32 ㈱ﾃﾂｹﾞﾝ大分支店

33 事業所名未記入① 33 株式会社ｴｽﾋﾞｰｼｰﾃｸﾉ九州 33 新日鐵化学㈱化学品事業部大分製造所 33 大分県信用組合 33 株式会社池田美装

34 株式会社豊和銀行 34 大分県信用組合 34 株式会社日公警備保障 34 吉伴㈱ 34 ㈱ｺｰﾘﾂ

35 大分ﾊﾞｽ㈱ 35 株式会社石井工作研究所 35 大分県信用組合 35 大分ﾊﾞｽ㈱ 35 株式会社　後藤組

36 柳井電機工業株式会社 36 住友化学㈱大分工場 36 ﾔﾏｷ株式会社 36 大分市役所 36 医療法人社団三愛会

37 事業所名未記入② 37 大銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ株式会社 37 株式会社石井工作研究所 37 大分市教育委員会 37 佐伯印刷㈱

38 大分市役所 38 ㈱上組大分支店 38 住友化学㈱大分工場 38 ㈱大分航空ﾄﾗﾍﾞﾙ 38 大分市役所

39 大分市教育委員会 39 大分朝日放送㈱ 39 ㈱上組大分支店 39 ㈱さとうﾍﾞﾈｯｸ　本社 39 ㈱菊家総本店

40 ㈱大分航空ﾄﾗﾍﾞﾙ 40 ｼﾞｪｲｱｰﾙ九州ﾒﾝﾃﾅﾝｽ㈱ 40 ｼﾞｪｲｱｰﾙ九州ﾒﾝﾃﾅﾝｽ㈱ 40 大分県庁 40 ﾀｶｷ製作所株式会社

41 ㈱さとうﾍﾞﾈｯｸ　本社 41 株式会社ﾄｷﾊ 41 株式会社ﾄｷﾊ 41 41 ㈱太豊ﾃｸﾉｽ

42 ㈱富士通大分ｿﾌﾄｳｪｱﾗﾎﾞﾗﾄﾘ 42 ㈱九州巴ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 42 山九㈱大分支店 42 42 ㈱ｷﾖﾀ

43 大分県庁 43 山九㈱大分支店 43 ㈱ｵｰｲｰｼｰ 43 43 王子板紙株式会社大分工場

44 44 ㈱ｵｰｲｰｼｰ 44 九州都市開発株式会社 44 44 大分工業高等専門学校

45 45 九州都市開発株式会社 45 株式会社豊和銀行 45 45 三信産業株式会社

46 46 株式会社豊和銀行 46 大分ﾊﾞｽ㈱ 46 46 株式会社日公警備保障

47 47 大分ﾊﾞｽ㈱ 47 九州東芝エンジニアリング㈱ 47 47 株式会社ｴｽﾋﾞｰｼｰﾃｸﾉ九州

48 48 九州東芝エンジニアリング㈱ 48 （株）NTTドコモ九州　大分支店 48 48 九州建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ株式会社

49 49 （株）NTTドコモ九州　大分支店 49 柳井電機工業株式会社 49 49 ﾔﾏｷ株式会社

50 50 柳井電機工業株式会社 50 事業所名未記入② 50 50 吉伴㈱

51 51 事業所名未記入② 51 （有）大分合同新聞社 51 51 株式会社石井工作研究所

52 52 （有）大分合同新聞社 52 大分市役所 52 52 住友化学㈱大分工場

53 53 大分市役所 53 大分市教育委員会 53 53 大銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ株式会社

54 54 大分市教育委員会 54 西日本電線㈱ 54 54 ㈱上組大分支店

55 55 西日本電線㈱ 55 ㈱大分航空ﾄﾗﾍﾞﾙ 55 55 大分朝日放送㈱

56 56 ㈱大分航空ﾄﾗﾍﾞﾙ 56 ㈱ﾃﾚﾋﾞ大分 56 56 株式会社ﾄｷﾊ

57 57 ㈱ﾃﾚﾋﾞ大分 57 株式会社ﾔﾉﾒｶﾞﾈ 57 57 山九㈱大分支店

58 58 株式会社ﾔﾉﾒｶﾞﾈ 58 ㈱さとうﾍﾞﾈｯｸ　本社 58 58 ㈱ｵｰｲｰｼｰ

59 59 ㈱さとうﾍﾞﾈｯｸ　本社 59 大分信用金庫　総務部 59 59 株式会社豊和銀行

60 60 大分信用金庫　総務部 60 株式会社ｵ-ｼ- 60 60 大分ﾊﾞｽ㈱

61 61 株式会社ｵ-ｼ- 61 ㈱富士通大分ｿﾌﾄｳｪｱﾗﾎﾞﾗﾄﾘ 61 61 九州東芝エンジニアリング㈱

62 62 ㈱富士通大分ｿﾌﾄｳｪｱﾗﾎﾞﾗﾄﾘ 62 大分県庁 62 62 （株）NTTドコモ九州　大分支店

63 63 大分県庁 63 63 63 柳井電機工業株式会社

64 64 64 64 64 大分市役所

65 65 65 65 65 大分市教育委員会

66 66 66 66 66 西日本電線㈱

67 67 67 67 67 ㈱大分航空ﾄﾗﾍﾞﾙ

68 68 68 68 68 ㈱ﾃﾚﾋﾞ大分

69 69 69 69 69 株式会社ﾔﾉﾒｶﾞﾈ

70 70 70 70 70 ㈱さとうﾍﾞﾈｯｸ　本社

71 71 71 71 71 大分信用金庫　総務部

72 72 72 72 72 株式会社ｵ-ｼ-

73 73 73 73 73 大分県庁

Ｎｏ ＮｏＮｏ Ｎｏ Ｎｏ
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（３）大分市の公共交通に関する問題点の把握 

 ここでは、事業所に対するアンケート、住民に対するアンケート調査結果より大分市の

公共交通に関する問題点を整理する。 

■バスに対する問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■鉄道に対する問題点 
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◇「運行本数が少ない」という問題点が、全体の約２割（７２票）を占めている。 
◇運行サービス以外にも、乗務員の態度が悪いといった指摘があった。 

◇バスと同様に、「運行本数が少ない」という意見が、全体の約４割（７２票）を占めてい
る。 

◇また、「バスに乗り継ぐ際に時間がかかる」という意見も全体の約３割と多い。 

図２．１１ 鉄道に対する問題点

図２．１０ バスに対する問題点
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問題点
票数
（票）

割合
（％）

通勤時間がかかる 10 4%

最終バスの時間が早い 9 3%

夜間の運行本数が少な
い（ない）

4 2%

近くにバス停がない 3 1%

ＪＲとの接続 2 1%

混雑している 2 1%

狭い道での速度が早い 1 0%

料金の問題 1 0%

道路の渋滞 1 0%

問題点
票数
（票）

割合
（％）

事業所、もしくは自宅と
駅までの距離が遠い

28 15%

通勤時間がかかる 10 5%

最終電車の時間が早い 8 4%

就業体系の問題 5 3%

便数が少ない 3 2%

料金の問題 2 1%

混雑している 2 1%

駅の数が少ない 1 1%

■「その他」の意見

■「その他」の意見
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３．課題整理と今後の取組み方針の検討 

 

 図３．１は、大分市の交通の課題整理と今後の取組み方針を示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．１ 交通の課題と今後の取組方針

大分市における交通の現況

◇大分市内で朝夕ピーク時に渋
 　滞が発生している

◇公共交通の利用者は、公共交
　 通事業者に対し、サービス面で
 　不満を持っている。

◇朝・夕ピーク時の渋滞を解消す
　 る必要がある

モビリティ・マネジメントの実施

◇通勤交通を対象としたモビリ
　 ティ・マネジメントの実施

◇住民のあらゆる移動を対象と
　 したモビリティ・マネジメントの
　 実施

◇公共交通事業者は、サービス
　 の向上が必要がある

◇鉄道利用状況
　・大分市の鉄道利用者は、7年間（Ｈ8～Ｈ15）で約
　　5％減少している。

◇バス利用状況
　・大分県内のバス利用者は、10年間（Ｈ5～Ｈ15）
　　で約4割減少している。

◇鉄道網および道路網
　・日豊本線が東西方向に、豊肥本線が大分駅か
 　 ら南方向、久大本線が大分駅から南西方向に伸
 　びている。
　・大分駅を中心に4車線以上の道路が放射状に整
　  備されている。

◇道路のピーク時旅行速度
　・大分駅周辺など昼間人口の多いエリアの道路
 　 は、20km／h以下と旅行速度が低下している。
　・郊外から昼間人口の多いエリア間の道路上に、
　　渋滞ポイントが位置している。

◇バス路線網
　・大分駅をはさみ、北西側を大分交通、南東側を
　　大分バスが運行している。
　・バス専用レーンは、一般国道10号，一般国道
　　210号，一般国道197号に整備されている。
　・大分市北側に位置する臨海工業地帯は、バス路
　　線がほとんど整備されていない。

◇平日平均バス便数
　・大分駅方面へのバス便数は、大分駅周辺、夜間
　 人口の多いエリアにおいて300便／日以上確保さ
　 れている。

◇公共交通空白地帯
　・大分市北側の臨海工業地帯は、空白地帯となっ
　 ている。
　・葛木、横尾、田尻、屋山など、居住地区に対し、
　  空白地が存在する。

◇市街化区域内は、公共交通網
　 がほぼ整備されいるが、利用者
　 は減少している

◇ほとんど事業所付近には、バス
　 網が整備されているものの自動
 　車通勤の割合は多い

◇大分市内への通勤・通学者の現状
　・大分市内に通勤・通学する人の約9割は、大分
 　市内から通勤・通学している。
　・大分市内々での通勤・通学者のうち約6割がマイ
　  カー利用となっている。

大分市における交通の問題 大分市における交通の課題 今後の方向性 今後の取組み方針

◇公共交通利用促進のための
　 「従業員への呼びかけ」の実
 　施は、多くの事業所が実施可
 　能である。
◇アンケート調査を実施した事
 　業所のうち半数以下の事業所
　 は、マイカー通勤抑制が社会
　 的責任の一つという認識を持
　 っていない。
◇その他通勤交通マネジメント
　 の実施に対しては、事業所の
 　特性によって異なる。

◇公共交通機関に対する要望
　・運行サービスの向上。
　・運行面以外のサービスの向上。

◇公共交通が使いづらい地域が
　 存在する

道路整備（別途取組み中）

公共交通サービスの向上
（交通事業者）

アンケート調査結果

：協議会で検討しない施策

：協議会で検討する施策

◇公共交通サービスの向上

ＴＤＭ施策・マルチモーダル施策
（別途取組み中）

◇公共交通の利用を促進する必
 　要がある




